



































%に別個表示すべきこと） 126条（従属会社に関する明細を%に記載すべきこと） 127 
条（従属会社の定義〉
(2) 本稿は，文献として M.W. E. Glautier & B. Underdown唱 AccountingTheory 
and Practice 1974 pp. 208-245を中心としほかに G.A. Lee, Modern Financial 
Accounting 1975 pp. 405-448., R. Willott, Current Accounting Law & Practice 
1976 pp. 75--80, 139-140, 188-206, 385-388・， T. E. Cain, Charlesworth and 
Cain, Company Law 1972 pp. 347-350.および兼子春三著「連結財務諸表制度論」，
武田隆二著「連結財務諸表」を参考にした。




























































Institute of Chartered Accountants in England and Wales）は，そのノート
「連結計算書の形式によるグループ計算書」（GroupAccounts in the form of 
Consolidated Accounts 1949）において，当時のアメリカの実践に従った。 1970
年までにアメリカの会社は，持分プーリング法（合併法〉へ大きく転換してい
た。そして少数の英国グループがそれを用い始めた。
1971年 AccountingStandards Steering Committeeは，「取得と合併の会計」








































































































引ミする。」（SirR. Kettle. Balance Sheets and Accounts under the Companies Act 























































































































③ 親会社概念（parentcompany concept) 
④ 親会社拡張概念（parentcompany extension concept) 
(4,) A I S Gも「親会社概念は連結財務諸表作成の基準としてより適切かつ有用なもの
であると考えられる」（AccountingInternational Study Group, Consolidated Finan-
cial Statements, 1973 para. 26）としている。
















































































































P社仕訳帳 £ £ 
投資%－S社株（原(fl日 45,000 
普通株資本% 25,000 









(P社帳簿〉 45, 000 ( s社l帳簿） 30,000 
控除： S社からの配当 損益計算書
(P社帳簿〉 3, 000 ( s社帳簿〉
42,000 6,000×士 4,500















































支払£配当 cs社） 株式資本 cs社〉 10,000 
4,000×＋ 1, 000 
損益計算書cs社〉% 1,500 
未払£配当（×流士動負債）
6,000 1. 500 年度利益 2,250 
-194-
































































土 地 112,000 30,000 142,000 
設備・機械（帳簿価格） 28,000 12,000 40,000 
棚卸資産 17,000 10,000 27,000 
債 権 14,000 9,000 23,000 
現金・預金 7,000 7,000 14,000 
投資cs社株〉（原価〉 42,000 








£ £ £ £ £ 
普通株（＠£ 1) 10,000 4,000 2,000 
損益計算書（ろの 5,000 (1, 000) 10,000 
控除：配当（3月支払〉 2,500 2,500 6,000 4,000 
12月31日まで1年間における 3社の損益計算書はつぎの通りであった。
P社 S1社 Su社
£ £ £ £ £ £ 
フ~Gゴ 上 70,000 40,000 20,000 
売上原価 40,000 20,000 17,000 
総 手リ 益 30,000 20,000 3,000 
投資利益 1,000 400 500 
受取配当（S1社より） 4,000 
35,000 20,400 3, 500 
減価償却 3,000 2,000 1,500 
役員報酬 7,000 3,000 500 
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支払利息〈ローン〉 500 500 
監査報酬 500 50 30 
営業費 1,900 12,900 850 6,400 2,770 4,800 
22,100 14,000 (1,300) 

























未実現利益（棚卸資産〉 1, 000 
減価償却 6,500 
役員報酬 10,500 
支払利息（ローン）(1, 000-250) 750 
監査報酬 580 
＇，、’ニE、：~ 業 費 5,520 24,850 
連結利益の修正 29,800 
少数株主持分の計算
税引後利益 £7, 000×20%(S1社〉 1,400 
年度損失 £1,300×10%(Su社〉 (130) 1,270 
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取得前損失の計算
損 失 £1,300×吉一×90%(Su社〉
クゃルー プ 1/s繰越残高の計算
P社残高
繰越損失 £1,000×80%(S1社〉
会社間利益の分析計算
P社利益7,000＋繰越残高2,500－棚卸引当金1,000 
（利益2,000ー 繰越損失1,000）×SO%(S1社〉
半年利益（650）×90%(Su社〉
グループ留保利益
グループ損益計算書（%～I%n
グループ売上高（turnover)
グループ営業利益（前掲加｜徐項目算入後）
税 金
加算：年度中取得された子会社の取得。［J損失
控除：少数株主持分
加算：繰越残高
未払配当
ク、、ルー プ留保利益
P社による処理
S社による処理
クソレープ留保利益
2,500 
(800) 
800 
(585) 
585 
1, 700 
8,500 
215 
8,715 
£ 
115, 000 
29,800 
16, 100 
13, 700 
585 
(1, 270) 
13,015 
1, 700 
14, 715 
(6,000) 
8, 71§ 
8,500 
215 
8,715 
注親会社は，連結%のほかにそれ自身の%を公表しなければならないが， 1/s
に関する事状はし、ささか異なる。 149条5項の規定によれば，もし連結1/sが，
その会計年度の連結損益のいか程が親会社計算書において取り扱われている
かを示すならば，親会社の1/sは発表の必要はない。
また親会社は，子会社の損失を支弁する法律上の責任はないが，グループ
計算書は経済的エンティティとして真実にして公正な概観を表示しなければ
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ならない。
5 あとがき
グループ計算書は，グループによって記録される帳簿から作成される計算書
といったものではなく，グループを構成する諸会社の計算書の合併（amalga-
mation）であるO それらは，異なった財務諸表において類似した項目の単純な
加算ではなく， グループの概観（totalview）の表示である。親会社の計算書
は，通常，グループ計算書に最も大きな影響を与え，子会社の計算書は親会社
のそれと合併される。そのようにしてグループは，その支配下にある総利益・
総資産・総負債を報告する。取得法において重要な修正は，支配原価，利益お
よび少数株主に対するグループ上の数字を算出することである。
支配原価（グッドウイル〉は，株式取得日において買入価格が，子会社にお
いて取得された純資産の割合をこえる額であると定義されてきた。グループの
利益額は，親会社の利益に，取得後あげた子会社の利益の分け前を加えた総額
から親会社の配当を差しヲ1.,、た額を表わす。支配取得前利益は，資本化（capi-
talize）され配当されえないものとみなされる。少数株主持分は，テイクオーヴ
ァの日の子会社の純資産の分け前に，取得後稼得された利益の分け前を加え，
支払配当・未払配当の分け前を差しヲ｜し、たものである。
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